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令和３年第４回北海道議会定例会追加提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 １６３，７７９，４１４

特 定 財 源 １６３，４６０，４７１

一 般 財 源 ３１８，９４３

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 3,481,959,147 1,027,675,433 4,509,634,580

４定冒頭提案額 4,320,601 0 4,320,601

今 回 計 上 額 163,779,414 0 163,779,414

４ 定 提 案 額 計 168,100,015 0 168,100,015

合 計 3,650,059,162 1,027,675,433 4,677,734,595

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

分担金及び負担金 ６，８１３，８４９

国 庫 支 出 金 ９２，３７８，６２２

諸 収 入 ６０，０００

道 債 ６４，２０８，０００

一 般 財 源

繰 越 金 ３１８，９４３

一 般 会 計 款 別 計 上 額
（単位 千円）

歳 入 歳 出

分担金及び負担金 ６，８１３，８４９ 保 健 福 祉 費 ２１，６００，４４５

国 庫 支 出 金 ９２，３７８，６２２ 経 済 費 ４３，１７７

諸 収 入 ６０，０００ 農 政 費 ５１，９５２，０７２

道 債 ６４，２０８，０００ 水 産 林 務 費 ２５，５５９，０４３

繰 越 金 ３１８，９４３ 建 設 費 ６４，６２４，６７７

計 １６３，７７９，４１４ 計 １６３，７７９，４１４
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令和３年第４回北海道議会定例会追加提案補正予算の主なもの

○ 公共事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

公共事業費 124,299,172 １ 補助事業 110,622,172

区 分 総 額 Ｒ３年度 Ｒ４年度

<補助> (現年補正分) (ゼロ国債分)

110,622,172 農 業 農 村 49,525,072 47,860,072 1,665,000

水 産 基 盤 11,538,600 11,138,600 400,000

債務負担行為限度額 漁 港 海 岸 168,000 168,000 0

3,726,000 森 林 整 備 7,342,500 7,254,500 88,000

治 山 6,675,000 5,102,000 1,573,000

繰越明許費 道 路 13,340,000 13,340,000 0

107,339,796 街 路 31,000 31,000 0

河 川 14,156,000 14,156,000 0

<直轄> 砂 防 9,712,000 9,712,000 0

13,677,000 海 岸 1,860,000 1,860,000 0

計 114,348,172 110,622,172 3,726,000

２ 国直轄事業費負担金 13,677,000

区 分 所 要 額

農 業 農 村 4,092,000

水 産 基 盤 1,517,000

道 路 3,758,000

河 川 2,843,000

砂 防 1,352,000

海 岸 115,000

計 13,677,000

（参考）対策総額 128,025,172

○ 投資的事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費 17,300,000 社会資本整備総合交付金の交付に伴う補正

繰越明許費
区 分 所 要 額

17,053,879
道 路 17,300,000

○ 災害関連事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害関連事業費 107,000 災害関連事業実施に伴う下流部での流量増加対応の

(河川災害復旧等関連緊急事業費) ための河川改良に要する経費

繰越明許費 区 分 災害箇所 所要額

105,300 河 川 旭川市（H30年災・１箇所） 107,000
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○ 一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

太平洋海域漁業被害対策関連 378,943 北海道太平洋海域で発生した漁業被害に対する対策

事業を実施

【新規】 繰越明許費

330,053 １ 広域モニタリング体制構築事業費

漁業被害の未然防止・軽減のため、全道海域で赤潮

原因プランクトンのモニタリングや、関係機関と連携

した赤潮発生予察手法の開発等を実施

区 分 内 容

実施主体 道（水産技術普及指導所）

[箇所] 全道海域

モニタリング [期間] R4年1月～R5年3月

実施内容 [頻度] 被害発生海域(7～12月)：週１回

その他 ：月１回

・プランクトンセンサー整備（全道海域）

経費内容 ・海水の分析委託（全道海域）

・海洋データ観測機器整備（赤潮発生海域）

国庫補助
定額60,000

※ 赤潮発生海域に係る経費のみ対象

所 要 額 78,943 [繰越明許費] 30,053

２ 環境・生態系保全緊急対策事業費

赤潮が発生した太平洋海域において、漁業者等に

よる漁場再生の活動を支援

区 分 内 容

実施主体
漁業者等で構成する活動組織

（地域協議会経由で支援）

支援対象
ウニ殻等除去・処分、岩盤清掃、

種苗の移植・放流、漁場環境の把握等

補 助 率 定額補助

負担割合 国70％、道15％、市町村15％

総事業費 2,000,000

国 1,400,000

道 300,000 [繰越明許費] 300,000

市町村 300,000
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

ワクチン・検査パッケージ制度 13,521 感染対策と日常生活の両立に向けて、ワクチン・検

推進費 査パッケージ制度の周知等を行うとともに、登録を受

【新規】 けた飲食店等に対してステッカーを配布

＜制度の概要＞

区 分 内 容

ワクチン･検査 飲食店等が、入店者等のワクチン接種歴又は検査結果の陰性を確認することにより、

パッケージ制度 感染リスクを低減させ、緊急事態宣言等において課される行動制限を緩和する制度

＜事業内容＞

区 分 内 容 所要額

制 度 周 知 新聞広告等
9,636

・ 広 報 ・ワクチン･検査パッケージ制度の周知等

登
飲 食 第三者認証店の登録と一体的に登録を実施

録
カラオケ 第三者認証店以外からの申請があった場合、登録を実施 既定経費

等
イベント イベント主催者による感染防止安全計画を確認 対 応

宿 泊 等 GoToトラベルやどうみん割の実施に係る登録等と一体的に実施

登録ステッカー 飲食店及びカラオケ店向けの登録ステッカー作成・配布
3,885

配 布 ・ワクチン･検査パッケージ制度の登録店であることを示す表示

計 13,521

ＰＣＲ等検査無料化推進事業費 21,600,445 ワクチン・検査パッケージ制度等に際して必要とな

る検査及び感染拡大時に知事の要請に基づいて住民が

【新規】 受検する検査の無料化に要する経費を支援

＜無料検査の概要＞

区 分 ワクチン・検査パッケージ等定着促進事業 感染拡大傾向時の一般検査事業

検査対象者 ワクチン未接種者 ワクチン接種者

健康上の理由等でワクチンを接種できない 感染拡大傾向が見られる場合、知事が

無症状者を対象に、ワクチン・検査パッケ 特措法に基づき、感染不安を感じる無症

事 業 概 要 ージ制度及び民間の自主的な取組に必要な 状者を対象に検査受検を要請した場合、

ＰＣＲ等検査を無料化 【Ｒ３年度限り】 それに応じた者のＰＣＲ等検査を無料化

検査事業者 医療機関、衛生検査所、薬局、飲食店、イベント主催者等

検査の種類 ＰＣＲ法やＬＡＭＰ法等の核酸増幅法による検査、抗原定量検査、抗原定性検査

所 要 額 21,600,445（検査費用等支援20,150,000、検査体制整備支援等1,450,445）


